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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　連結経営指標等

　

回次
第148期

第１四半期連結累計(会計)期間
第147期

会計期間
自　平成20年６月１日

至　平成20年８月31日

自　平成19年６月１日

至　平成20年５月31日

売上高 （百万円） 6,605　 38,130　

経常利益 （百万円） 111　 1,197　

当期純利益又は四半期純損失
（△）

（百万円） △184　 532　

純資産額 （百万円） 13,316　 13,729　

総資産額 （百万円） 35,357　 35,371　

１株当たり純資産額 （円） 299.28　 308.51　

１株当たり当期純利益又は四
半期純損失（△）

（円） △4.14　 11.84　

潜在株式調整後１株当たり四
半期（当期）純利益

（円） －　 －　

自己資本比率 （％） 37.7　 38.8　

営業活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） △1,598　 △6　

投資活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） △192　 △622　

財務活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） 1,501　 52　

現金及び現金同等物の期末残
高

（百万円） 2,023　 2,230　

従業員数 （人） 1,077　 1,087　

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失（△）が計上されているため記

載しておりません。また、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。 

 

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間より、非連結子会社であった次の会社を連結子会社としております。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              平成20年８月31日現在

名称 住所
資本金
又は出資金
（千USドル）

主要な事
業の内容

議決権の所有
又は被所有
割合（％）

関係内容

営業上の取引他
役員の
兼任
（人）

TOYO DENKI USA,INC.
米国
ペンシルバニア州

1,914
鉄道車両用
電機品の製
造及び販売

 
100

米国市場にお
ける鉄道車両
用電機品の設
計・製造・販
売を担当して
おります

　　　－

　

　

４ 【従業員の状況】

（1） 連結会社における状況

平成20年８月31日現在

従業員数（名） 1,077（281）

(注) １　従業員数は就業人員数であります。

２　従業員数欄の(外書)は臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。　

　

（2） 提出会社の状況

平成20年８月31日現在

従業員数（名） 661（136）

(注) １　従業員数は就業人員数であります。

２　従業員数欄の（外書）は臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

（1）生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を主要製品の部門別に示すと、次のとおりであります。
　

主要製品別部門の名称 生産高（百万円）

交　通　事　業 4,556

産　業　事　業 2,921

Ｉ　Ｔ　事　業 255

合　　計 7,733

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　

　

（2） 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績を主要製品の部門別に示すと、次のとおりであります。
　

主要製品別部門の名称 受注高(百万円) 受注残高（百万円）

交　通　事　業 4,999 17,790

産　業　事　業 3,324 6,724

Ｉ　Ｔ　事　業 637 849

合　　計 8,962 25,364

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を主要製品の部門別に示すと、次のとおりであります。
　

主要製品別部門の名称 販売高（百万円）

交　通　事　業 3,865

産　業　事　業 2,472

Ｉ　Ｔ　事　業 267

合　　計 6,605

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　当社グループの事業構造として、第４四半期連結会計期間に売上が集中する傾向があるため、四半期連結会計

期間別の業績には季節的変動があります。
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また、輸出先別の海外売上高と連結売上高に占める割合は、次のとおりであります。

輸出国別地域の名称

当第１四半期連結会計期間

海外売上高
（百万円）

割合（％）

         アジア 1,186 17.9

         その他 98 1.5

合計 1,284 19.4

（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
　　　２　各区分に属する主な国又は地域
　　　　①　アジア…中国、韓国、パキスタン
　　　　②　その他…北米、ヨーロッパ他
　　　３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

（1）　経営成績の分析

 年初から米国のサブプライム問題の影響が顕著に現れるようになり、原油・素材価格の一段高の影響や為

替相場の急変化も加わり設備投資に対して慎重な姿勢が目立ってきました。当第１四半期に入ってからは、

個人消費や設備投資の減少が顕在化してきました。 

 当社グループは、このような厳しい経済状況の下で中期経営計画「イノベーション９０プラン」の最終年

度の事業計画の達成に向けて取り組んでおります。当第１四半期連結会計期間の業績は次のとおりです。

　受注高は,ＩＴ事業部門が増加したものの、交通事業部門および産業事業部門が減少したため89億62百万

円となりました。売上高は交通事業部門が増加したものの、産業事業部門およびＩＴ事業部門が減少したた

め、66億5百万円となりました。また、損益面につきましては、交通事業部門の生産効率が向上したものの、産

業事業部門の売上が減少した影響により、営業利益は47百万円、経常利益は1億11百万円となりました。四半

期純損失は1億84百万円となりました。なお、当社グループの事業構造として、第４四半期連結会計期間に売

上が集中する傾向があるため、四半期連結会計期間別の業績には季節的変動があります。

事業部門別の業績は、次のとおりであります。 

①交通事業

　受注高は計画を上回り、49億99百万円となりました。売上高は38億65百万円となりました。

②産業事業

　企業の設備投資に対する慎重な姿勢の影響を受けて、受注高は33億24百万円、売上高は24億72百万円とな

りました。

③ＩＴ事業 

　受注高は6億37百万円となりました。売上高は2億67百万円となりました。

 

（2）　財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の資産合計については、たな卸資産の増加がありましたが売上債権の減少等

もあり、前連結会計年度末比13百万円減少の353億57百万円となりました。

　負債合計については、仕入債務の減少等がありましたが借入金の増加等もあり、前連結会計年度末比３億

99百万円増加の220億41百万円となりました。

　純資産合計については、配当及び連結範囲の変更により、前連結会計年度末比４億12百万円減少の133億16

百万円となりました。

 

（3）　キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して２億７百万円減少

し、20億23百万円になりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
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　税金等調整前四半期純利益を65百万円計上し、売上債権が14億38百万円減少しましたが、たな卸資産が17

億97百万円増加したこと及び仕入債務が６億91百万円減少したことなどにより15億98百万円のマイナスと

なりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　有形固定資産の取得等により１億92百万円のマイナスとなりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　配当金の支払等がありましたが、短期借入金による収入があったため、15億１百万円のプラスとなりまし

た。

 

（4）　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間における当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。 

　

（買収防衛策について）

 当社は、平成20年７月14日に開催された当社取締役会において、会社法施行規則第127条に定める「株式会

社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」（以下、「会社の支配に関す

る基本方針」といいます。）を決定するとともに、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者に

よって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取り組みとして「当社株券

等の大規模買付行為に関する対応策」（以下、「本プラン」といいます。）を以下のとおり決議し、平成20

年８月26日開催の第147回定時株主総会においてその導入が承認されました。  

　１. 会社の支配に関する基本方針 

　当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特

定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の

確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の

大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えております。 

　ただし、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることがで

きない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なう虞のあるものや、当社

グループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるた

めに必要な情報が十分に提供されないものもありえます。 

　そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のため

に、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えています。 

  ２. 基本方針の実現に資する取組みについて 

　当社は、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるため、10年先を見据えた長期ビ

ジョン「創業以来培ってきたモータドライブ技術をコア技術として、高度に情報化したマシン＆エレクト

ロニクスを融合したシステムにより、次世代高速鉄道と循環型社会の実現に挑戦する」のもと、平成18年６

月から平成21年５月までの中期３ケ年経営計画「イノベーション９０プラン」を策定し、事業の拡大と当

社の企業価値・株主共同の利益の向上に向けて取組んでおります。この中期経営計画の内容の骨子はつぎ

のとおりです。 

  ①成長するマーケットへの事業展開 

　交通事業では、省エネ・省力・環境性をキーワードとし魅力ある製品の開発によって、国内市場における

シェア拡大を図るとともに、インフラ整備の急増している中国をはじめとするアジア市場と都市交通にお

ける鉄道システムが見直されている北米市場へ積極的に進出します。　　 

　産業事業では、裾野の広い自動車関連市場へ重点的に進出します。自動車関連の試験機市場でのシェア拡

大と車載用電気機器の開発に注力します。また、永久磁石を使用した高効率・省エネモータ（ＥＤモータ）

およびインバータの海外市場における販路拡大を図ります。 

　ＩＴ事業では、鉄道事業分野における鉄道駅務システムのＩＣ化対応機器のシリ-ズ化で蓄えた技術をも

とに、一般産業分野におけるＩＴ市場への参入も積極的に取組みます。 

  ②生産品質と生産技術の更なる向上 

　営業部門を含め、全社的に品質国際規格ＩＳＯ９００１の認証を取得して品質向上に取組む体制としてお

ります。生産部門で行なっている「ＴＳＳ活動」とあわせてＱＣＤ(品質向上・コスト低減・納期遵守)の
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徹底に取組んでおります。 

また、生産拠点と資材調達体制の再構築をし、積極的に設備投資を実施することにより、品質・生産性の向

上、生産能力の増強を図ります。 

  ③コア技術をベースとした新製品の創出 

　交通事業では、エネルギー蓄積システムや架線を必要としない電気駆動車両などの環境に配慮した製品を

開発します。産業事業では、より高効率・省エネタイプのＥＤモータを開発します。 

　また、ＩＴ事業では、ＩＣ化対応の携帯端末機器や次世代運賃計算システムに加えて、ＩＴ監視技術を活用

した製品を開発します。 

  ④活力ある企業風土づくり 

　業務プロセスの改善を更に進展させるとともに、社員にとって働き甲斐のある人事制度を検討し、自己実

現が出来る風通しの良い職場環境と活力ある企業カルチャーを作ります。

　以上について具体的な諸施策を実施中であり、交通・産業・ＩＴ各事業分野における受注・売上・利益の

拡大および収益力の強化を図っております。 

  また、当社は、経営理念「倫理を重んじ、社会・顧客に貢献する」を企業活動の原点としており、企業倫理

に基づくコンプライアンスの重要性を認識するとともに、経営環境の変化に対応した迅速な意思決定と健

全かつ透明な経営を目指してコーポレート・ガバナンスの充実を図り、経営の透明性の確保やコンプライ

アンスを含めたコーポレート・ガバナンスが有効に機能するよう内部統制体制の強化と充実を図っており

ます。 

  ３. 本プランの内容 

  本プランは、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針

の決定が支配されることを防止するための取り組みとして導入するものです。 

　当社取締役会は、当社株券等に対して大規模な買付行為等が行われようとした場合に、株主の皆様が適切

な判断をするために、必要な情報や時間を確保し、買付者等との交渉等が一定の合理的なルールに従って行

われることが、企業価値ひいては株主共同の利益に合致すると考え、以下の内容の大規模買付時における情

報提供と検討時間の確保等に関する一定のルール（以下、「大規模買付ルール」といいます。）を設定する

ことと致しました。 

  大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合、またはルールが遵守されている場合であって

も、当該行為が株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、新株予約権の無償割当等、会社法そ

の他の法律および当社定款が認める対抗措置をとることとしております。本プランによる対抗措置の発動

に当たっては、当社取締役会はその決定の合理性・公正性を担保するため、独立委員会を設置し、当社取締

役会は独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、また必要に応じて株主総会の承認を得た上で、対抗措置の

発動を決議します。また、その判断の概要を適宜開示することとします。

  本プランの内容の詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載する平成20年７月

14日付けプレスリリース「当社株券等の大規模買付行為に関する対応策(買収防衛策)の導入について」を

ご覧ください。(http://www.toyodenki.co.jp/html/images/ir_147_11.pdf) 

  ４.本プランの合理性について 

  本プランは、「企業価値、株主共同の利益の確保または向上のための買収防衛策に関する指針」の定める

三原則を充足し、株主総会の承認を得て導入していることなどから、株主共同の利益を損なうものでなく、

当社役員の地位の維持を目的とするものでもありません。

　（日本電産株式会社からの資本・業務提携に関する提案について）

　当社は、日本電産株式会社（コード番号：6594　東証・大証第一部）から、平成20年９月16日に「資本・業

務提携のご提案（意向表明書）」と題する書面を受領しました。当社としましては、大規模買付行為への対

応策（上記本プラン）に基づき、現在、検討しております。ただし、現時点で決定している事実はございませ

ん。

（5） 研究開発活動の状況 

　当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は１億52百万円であります。 

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。 
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

（1） 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 180,000,000

計 180,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
（平成20年８月31日）

提出日現在
発行数(株)

（平成20年10月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 46,575,000 46,575,000
東京証券取引所
（市場第一部）

―

計 46,575,000 46,575,000 ― ―

　

（2） 【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

（3） 【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

　　

（4） 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成20年６月１日～
平成20年８月31日

― 46,575 ― 4,482,840― 2,661,946

　

（5） 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（6） 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年５月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ―　 ― ―　

議決権制限株式（自己株式等） ―　 ― ―　

議決権制限株式（その他） ―　 ―　 ―　

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 

普通株式 
2,072,000

― ―　

完全議決権株式（その他）
普通株式 
43,840,000

43,837 ―　

単元未満株式
普通株式 
663,000

― ―　

発行済株式総数 46,575,000― ―

総株主の議決権 ― 43,837 ―

(注)　１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権数3　　　

個）含まれております。なお、議決権の数には含まれておりません。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式491株が含まれております。　

　

② 【自己株式等】

平成20年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式） 
東洋電機製造株式会社

東京都中央区京橋 
二丁目９番２号

2,072,000― 2,072,0004.44

計 ― 2,072,000― 2,072,0004.44

(注)　当第１四半期会計期間末の自己株式数は2,079,746株であります。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　６月 　７月 　８月

最高（円） 392 369 351

最低（円） 328 305 300

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間（平成20年６月１日から平成20年８月31日まで）は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令50号）附

則第７条第１項第５号の但し書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

 

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年６月

１日から平成20年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四

半期レビューを受けております。

　

EDINET提出書類

東洋電機製造株式会社(E01742)

四半期報告書

11/27



１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,023,243 2,230,563

受取手形及び売掛金 ※４
 10,560,269

※４
 11,968,993

たな卸資産 ※１
 8,329,178

※１
 6,530,065

その他 924,246 1,025,083

貸倒引当金 △56,960 △49,279

流動資産合計 21,779,978 21,705,427

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 4,579,431 4,542,454

減価償却累計額 △3,257,052 △3,225,187

建物及び構築物（純額） ※２
 1,322,378

※２
 1,317,267

機械装置及び運搬具 5,581,338 5,521,794

減価償却累計額 △4,109,199 △3,990,751

機械装置及び運搬具（純額） ※２
 1,472,139

※２
 1,531,042

土地 ※２
 289,552

※２
 289,552

建設仮勘定 143,280 124,908

その他 2,120,088 2,086,080

減価償却累計額 △1,678,714 △1,632,247

その他（純額） ※２
 441,374

※２
 453,833

有形固定資産合計 3,668,724 3,716,604

無形固定資産

ソフトウエア 183,881 131,289

その他 35,292 35,365

無形固定資産合計 219,173 166,655

投資その他の資産

投資有価証券 ※２
 7,833,471

※２
 7,754,549

その他 1,883,504 2,055,009

貸倒引当金 △26,875 △26,875

投資その他の資産合計 9,690,099 9,782,682

固定資産合計 13,577,998 13,665,942

資産合計 35,357,976 35,371,369
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年５月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※４
 5,693,692

※４
 6,382,689

短期借入金 6,260,252 4,460,000

1年内償還予定の社債 130,000 130,000

未払法人税等 46,891 244,568

未払消費税等 44,680 244,221

未払費用 3,548,095 3,638,643

前受金 458,884 336,494

預り金 331,208 212,812

賞与引当金 472,169 886,727

役員賞与引当金 9,000 12,750

受注損失引当金 88,535 127,900

その他 520,150 520,000

流動負債合計 17,603,560 17,196,809

固定負債

社債 280,000 280,000

長期借入金 610,000 635,000

退職給付引当金 2,889,864 2,884,044

役員退職慰労引当金 193,907 182,123

確定拠出年金移行時未払金 316,211 316,211

長期未払金 147,712 147,712

固定負債合計 4,437,694 4,445,090

負債合計 22,041,254 21,641,900

純資産の部

株主資本

資本金 4,482,840 4,482,840

資本剰余金 2,661,946 2,661,946

利益剰余金 5,374,414 5,910,087

自己株式 △688,168 △685,736

株主資本合計 11,831,032 12,369,138

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,509,573 1,359,678

繰延ヘッジ損益 90 652

為替換算調整勘定 △23,974 －

評価・換算差額等合計 1,485,689 1,360,330

純資産合計 13,316,722 13,729,469

負債純資産合計 35,357,976 35,371,369
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年６月１日
　至 平成20年８月31日)

売上高 6,605,017

売上原価 5,050,371

売上総利益 1,554,646

販売費及び一般管理費 ※１
 1,507,371

営業利益 47,274

営業外収益

受取利息 670

受取配当金 57,355

為替差益 29,082

雑収入 15,640

営業外収益合計 102,749

営業外費用

支払利息 31,573

固定資産廃棄損 2,629

雑損失 4,177

営業外費用合計 38,380

経常利益 111,643

特別損失

課徴金 ※２
 46,580

特別損失合計 46,580

税金等調整前四半期純利益 65,063

法人税、住民税及び事業税 18,324

法人税等調整額 231,072

法人税等合計 249,396

四半期純損失（△） △184,332
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年６月１日
　至 平成20年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 65,063

減価償却費 209,843

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7,680

賞与引当金の増減額（△は減少） △414,558

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,819

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 11,784

受取利息及び受取配当金 △58,026

支払利息 31,573

売上債権の増減額（△は増加） 1,438,105

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,797,015

仕入債務の増減額（△は減少） △691,409

受注損失引当金の増減額（△は減少） △39,365

その他 △178,055

小計 △1,408,560

利息及び配当金の受取額 58,026

利息の支払額 △31,938

法人税等の支払額 △216,288

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,598,760

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △150,120

有形固定資産の売却による収入 4,264

投資有価証券の取得による支出 △6,176

その他 △40,154

投資活動によるキャッシュ・フロー △192,188

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,800,252

長期借入金の返済による支出 △25,000

自己株式の取得による支出 △2,432

配当金の支払額 △271,244

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,501,576

現金及び現金同等物に係る換算差額 5,081

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △284,290

現金及び現金同等物の期首残高 2,230,563

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

76,969

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,023,243
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日）

該当事項はありません。

　

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間

（自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日）

１　連結の範囲の変更

連結子会社数　６社

TOYO DENKI USA,INC.は重要性が増したため、当第１四半期連結会計期間より連結の範囲に加えております。

 

２　会計処理の原則及び手続の変更

（１）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月

５日　企業会計基準第９号）を適用し、評価基準については原価法から原価法（収益性の低下による簿価切り下

げの方法）に変更しております。

　この結果、従来の方法に比べ、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益が5,277千円減少しておりま

す。

　（２）リース取引に関する会計基準の適用

　当第１四半期連結会計期間から、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　

最終改正平成19年３月30日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を早期に適用し、

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しております。

　また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用してお

ります。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。　　
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間

（自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日）

（法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法）

法人税等の計上に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によって算定

しております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プ

ランニングを利用する方法によっております。

 

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間

（自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日）

該当事項はありません。

 

　

【追加情報】

　
当第１四半期連結会計期間

（自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当第１四半期連結会計期間より、平成20年度の法人税法の改正による法定耐用年数の変更を契機として、資産の

利用状況を見直した結果、当第１四半期連結会計期間から耐用年数の変更を行なっています。

　この結果、従来の方法に比べ、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益が37,515千円減少しておりま

す。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　

当第１四半期連結会計期間末

(平成20年８月31日)

前連結会計年度末

(平成20年５月31日)

※１　たな卸資産の内訳　　　　　　　　　

商品及び製品 2,851,319千円

原材料及び貯蔵品 1,957,760千円

仕掛品 3,520,098千円

 

※１　　　　　　　――――――――

 

※２　担保に供している資産

　担保提供資産

建物及び構築物 699,734千円

機械装置及び運搬具 1,208,915千円

有形固定資産その他 341,828千円

土地 158,500千円

投資有価証券 2,042,811千円

　　計 4,451,790千円

 

※２　担保に供している資産

　担保提供資産

建物及び構築物 699,212千円

機械装置及び運搬具 1,259,179千円

有形固定資産その他 354,570千円

土地 158,500千円

　　計 2,471,462千円

 

　３　偶発債務 　３　偶発債務

　関係会社の金融機関からの借入金に対して、次の
とおり債務保証を行っております。

天津東洋電機国際貿易有限公司 34,484千円

湖南湘電東洋電気有限公司 158,900千円

 

　関係会社の金融機関からの借入金に対して、次の
とおり債務保証を行っております。

天津東洋電機国際貿易有限公司 25,702千円

湖南湘電東洋電気有限公司 151,900千円

 

※４　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、満期日に
決済が行われたものとして処理しております。

　また、一括支払信託制度を利用した買掛金等の支
払いについても同様の会計処理をしております。

　なお、当第１四半期連結会計期間末が金融機関の
休日であったため、次の期末日満期手形等を満期日
に決済が行われたものとして処理しております。

受取手形 293,510千円

支払手形 52,553千円

※４　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、満期日に
決済が行われたものとして処理しております。

　また、一括支払信託制度を利用した買掛金等の支
払いについても同様の会計処理をしております。

　なお、当連結会計年度末が金融機関の休日であっ
たため、次の期末日満期手形等を満期日に決済が行
われたものとして処理しております。

受取手形 193,845千円

支払手形 72,853千円

買掛金（一括支払信託） 95,176千円
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（四半期連結損益計算書関係）

第１四半期連結累計期間

　

当第１四半期連結累計期間

(自　平成20年６月１日

　至　平成20年８月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりです。

給料諸手当 383,626千円

退職給付費用 75,207千円

賞与引当金繰入額 120,966千円

役員退職引当金繰入額 11,784千円

役員賞与引当金繰入額 9,000千円

 

※２　特別損失

　　　過去の私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律違反についての課徴金であります。

　３　季節的変動要因

　　　当社グループの事業構造として、第４四半期連結会計

期間に売上が集中する傾向があるため、四半期連結会

計期間別の業績には季節的変動があります。

　

EDINET提出書類

東洋電機製造株式会社(E01742)

四半期報告書

19/27



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年６月１日 
　　至　平成20年８月31日）

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,023,243千円

現金及び現金同等物 2,023,243千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計（累計）期間（自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式（株） 46,575,000

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式（株） 2,079,746

　

　
３　配当に関する事項

　（1） 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年８月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 267,0156.00 平成20年５月31日 平成20年８月27日

　
　（2） 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　

　　該当事項はありません。　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日）

　当連結グループの主な事業内容は、電機機械器具の製造及び販売であります。一セグメントの売上高・

営業損益及び資産の金額はいずれも全セグメントに占める割合が90％超となっております。

　また、当該セグメント以外に開示基準に該当するセグメントはありません。

　このため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日）　

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日）

　

アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,186,27398,0741,284,347

Ⅱ　連結売上高（千円） ― ― 6,605,017

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合（％）

17.9 1.5 19.4

(注)１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　２　各区分に属する主な国又は地域

①　アジア…中国、韓国、パキスタン

②　その他…北米、ヨーロッパ他

    ３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
（平成20年８月31日）

前連結会計年度末
（平成20年５月31日）

299.28円 308.51円

　

２　１株当たり四半期純損失金額

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年６月１日 
　 至　平成20年８月31日）

１株当たり四半期純損失（△） △4.14円

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純損失（△）については、１株当たり四半期純損失（△）のため記載してお

りません。

　　２　１株当たり四半期純損失(△)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年６月１日 
　 至　平成20年８月31日）

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）
(千円)

△184,332

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △184,332

普通株式の期中平均株式数(千株) 44,499

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年10月14日

東洋電機製造株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士　　里　村　　　　豊　　印

　

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士　　小　倉　　邦　路　　印

　

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士　　伊　藤　　栄　司　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋

電機製造株式会社の平成20年６月１日から平成21年５月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

(平成20年６月１日から平成20年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋電機製造株式会社及び連結子会社の平成

20年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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